
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）　職員手当には退職手当を含んでいません。

（３）特記事項

特別職

（４） ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）1. ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

　　 　2. 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　　　　千円

給与費 B/A

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給　 料 職員手当

10,739,256

　　　　　千円

56,717,113

人　

職員数　Ａ

期末・勤勉手当

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　　　　　　％

20.0184,174 69,996

　　　　　　％

歳出額　

Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（２１年度末）

和泉市の給与・定員管理等について

２０年度の人件費率

実質収支

Ｂ

（参考）

給　　料 平成20年8月1日から平成25年3月31日

内　　容

市長・病院事業管理者　10％の減額

副市長・教育長　6％の減額

期　　　　　　　　間項　　目

人件費 人件費率

Ｂ／Ａ

千円

18.9

一人当たり

　　計　　Ｂ

千円

1,070 6,975,662 6,519

千円

4,190,274

千円

1,710,5461,074,842

人
21年度

区　分

区　分

21年度

給　　料

管理職手当

項　　目

一般職

期　　　　　　　　間

２％の減額

平成20年8月1日から平成25年3月31日

10％の減額

内　　容

97.6

99.499.0 99.6

102.0

98.8

90.0

95.0

100.0

105.0

和泉市 類似団体 全国市平均

H１７

H２２
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２２年４月１日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　②技能労務職

47.8 歳 162 人 円 円 円 円

49.3 歳 52 人 円 円 円 円

48.6 歳 73 人 円 円 円 円

44.0 歳 37 人 円 円 円 円

47.8 歳 991 人 円 円 円 円

49.3 歳 3,955 人 円 円 円

47.3 歳 174 人 円 円 円 円

53.8 歳 円 円

41.3 歳 円 円

※ 民間データは、厚生労働省が公表する「賃金構造基本統計調査」において公表されているデータ（企業規模１０人以上の事業所を対象）を使用しています。（平成19年から21年の３ヶ年平均）

※ 民間の類似職種について、常時勤務する従業員のうち期間を定めず雇用されている者を対象としているため、正社員でない従業員も含み、年齢は問いません。

和泉市の技能労務職は正職員のみを対象としており、平均勤続年数は25年です。

このため、技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において一致しているものではありません。

※ 年収ベースの公務員Ｂ及び民間Dのデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末･勤勉手当、民間においては前年に支給された

年間賞与の額を加えた試算値です。

　　③教育職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　④消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外　　　　　 

　　　　勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

　　　　いて明らかにされているものです。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものです。

―322,291

―423,804

330,100

国

299,219

284,514

41.9

うち用務員

うち学校給食員

うちその他技能労務

Ｂ/Ｄ

401,811

405,452

1.88

400,087

参考

354,984

376,877

（試算値）Ｂ

351,293

和泉市

342,500

平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

341,059

325,579

公務員

41.9

年収ベース

416,300

395,979

372,895

平均給与月額

372,621

6,257,543

6,672,958

6,883,074

6,743,880

43.9

国

平均年齢 職員数

346,583

平均給料月額

315,831

平均給与月額

（国ベース）

―

417,195 371,549

395,666

384,662432,111

6,022,316

（国ベース）

-

平均給与月額

（国ベース）

344,040

390,273

379,853

平均給与月額

43.3 459,924

339,000

類似団体

平均給与月額A

381,178

区　　分

Ｃ

対応する民間の類似職種

355,700

308,495

3,767,300

1.65

（試算値）Ｄ

和泉市

大阪府

区　　分

384,485

（国ベース）

1.47

平均給与月額

400,918 389,566

1.23

平均給与月額平均年齢

376,654

41.6

331,617

333,576

327,997

42.8

300,000

平均給料月額

329,062 438,54240.7

大阪府

平均年齢

民間

平均給与月額

380,319

―

類似団体

Ａ/Ｃ

大阪府

342,896

用務員

区　　分

280,700調理士

213,600

年収ベース

3,008,200

平均給料月額

和泉市

類似団体 40.7

和泉市

区　　分

類似団体

38.7

平均年齢
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（2) 職員の初任給の状況（平成２２年４月１日現在）

円

円

円 円 円

円 円

円 円

円 円

円

円

（注）　平成20年8月1日から平成25年3月31日まで、給料2％の減額措置をしています。上記の金額は、減額前です。

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２２年４月１日現在）

（注）１　和泉市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

　

なし

円
181,200

172,200

国大阪府和泉市

27人

―

円

282,100

Ⅰ種
178,800

部長の職及びこれに相当する職務

定型的業務を行う職務

83人

14.6

4.3

１　係長及び主査の職務

２　その他これらの職務に準ずる職務

１　部次長の職務及びこれに相当する職務

16.8

相当高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

４　等級

％

３　等級

１等級

２　課長の職務及びこれに相当する職務
17.1

―

279,100

構成比

319,000

5.5

252,000

―

職員数

―

―

362,600

―

経験年数20年以上25年未満

283,500

328,300

323,200

―

140,100Ⅲ種

―

Ⅱ種

区　　　　分

短　大　卒

155,700技能労務職

教　育　職

155,700

経験年数10年以上15年未満

大　学　卒 185,800

185,800

41.7

21人

203人 ％

％

％

％

％

137,900

大　学　卒

高　校　卒

172,200 177,200

199,700大　学　卒

185,800

144,500

標準的な職務内容

―

経験年数15年以上20年未満

高　校　卒

高　校　卒

消　防　職

一般行政職
283,800

71人

高　校　卒

82人

区　　　　　分

一般行政職

６　等級

区　　分

技能労務職

５　等級

２　等級

中　学　卒

大　学　卒

課長補佐及び主幹の職務

232,400高　校　卒

155,700

６級（旧５級）
4.3%

６級（旧５級）
4.3%

６級（旧５級）
3.5%

５級（旧４級）
41.7%

５級（旧４級）
42.3%

５級（旧４級）
16.7%

４級（旧３級）
16.8%

４級（旧３級）
16.3%

４級（旧３級）
41.4%

３級（旧２級）
14.6%

３級（旧２級）
14.5%

３級（旧２級）
11.6%

２級（旧１級乙）
17.1%

２級（旧１級乙）
17.8%

２級（旧１級乙）
19.7%

１級（旧１級甲）
5.5%

１級（旧１級甲）
4.8%

１級（旧１級甲）
7.1%

0%

10%

20%

30%

40%
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80%

90%

100%

２２．４．１構成比 ２１．４．１構成比 17．４．１構成比

１級（旧１級
甲）
２級（旧１級
乙）
３級（旧２級）

４級（旧３級）

５級（旧４級）

６級（旧５級）
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（2１年度） １人当たり平均支給額（2１年度）

千円 千円

（2１年度支給割合） （2１年度支給割合） （2１年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５～２０％ ・役職加算　５～２０％ ・役職加算　５～２０％

・管理職加算　１０～２５％ ・管理職加算　１０～２５％

（注）1　　１人当たり平均支給額は、一般会計の決算です。

　　　2    (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況

支給対象期間における勤務実績に応じて支給額の減額を行っています。

（2) 退職手当（平成２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　なし　　　　　　　　　） 勤続２５年以上の定年前勧奨退職者の退職年齢に応じ、

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 退職手当額の２～２０％を加算。

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成2１年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当

（平成２２年４月１日現在）

千円

千円

人

％ ％

（注）支給実績、支給職員１人当たり平均支給額及び支給対象職員数は、一般会計の決算です。

1.42.75

0.7

国

2.751.4

和　　　泉　　　市

2.75

1,670

大　　　阪　　　府

23.5

47.5

自己都合

33.5

1.5

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

市全域

41.34

59.28

支給対象職員数（２１年度決算）

自己都合

41.34

47.5 59.28

59.2859.28

国の制度（支給率）

6

30.55 30.55

33.5

23.5

59.28

1,063

6

1,559

―

国

309,734

25,482

支給率支給対象地域

6,498

支給実績（２１年度決算）

292

和　　　泉　　　市

59.28

1.4

0.7

勧奨・定年

0.71.51.5
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 (4) 特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

支給実績（２１年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（２１年度） 　％

手当の種類（手当数）

（注）支給実績、支給職員１人当たり平均支給額及び支給対象職員数は、一般会計の決算です。

 (5) 時間外勤務手当

支給実績（２０年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） 千円

支給実績（２１年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） 千円

（注）支給実績、支給職員１人当たり平均支給額及び支給対象職員数は、一般会計の決算です。

公害等調査監督手当

葬儀従事手当

行路病死人処置手当

生活保護指導手当

夜間特殊業務手当

救急手当

放射線手当

消防車等整備運転手当

消防職員が救急作業に従事したとき

救急救命士業務従事手当

診療手当

高所作業手当

救急救命士の資格を有する消防職員が救急救命業務に従事したとき

980円/回

100円/日

病人　500円/件
死亡人　1,000円/件

229,533

215,399

診療施設に勤務する医師

診療施設の放射線科に勤務する職員

500円/日

300円/日

100円/日

300円/回

250円/日

200円/日

交替制勤務者100円/回
その他の者50円/日

100円/回

160円/日

124

左記職員に対する支給単価主な支給業務と対象職員

23,537

60,000 ～ 180,000円/月

308

150円/日

危険物取扱主任を命じた職員 100円/日

手当の名称

危険物取扱主任手当

犬、猫等の死体の処理作業に従事したとき

清掃作業手当

死獣処理手当

市営斎場に勤務する職員

公害対策主管課職員が公害発生のおそれのある現場の立入調査又は検査に従
事したとき

じんかい収集又は下水汚物除去作業に従事した清掃職員

319

火災現場・工事現場等において地上10m以上の足場の不安定な場所で作業した
とき

交代制勤務を正規の勤務とする消防職員が深夜勤務に従事したとき

行路病人・死亡人を収容又は護送した職員

防疫作業手当

消防手当

消防車等の整備運転に従事する消防職員

市税の徴収事務に従事する職員（税務職）
保険年金課の徴収に従事する職員（一般行政職）

伝染病患者の救護、伝染病菌を有する家畜に対する防疫作業に従事する職員

17.9

17

徴収手当

200円/日

消防職員

被保護者、要保護者の住居等を訪問して実地に調査又は指導する職員

100円/日
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（6) その他の手当（平成２２年４月１日現在）

（注）1　支給実績及び支給職員１人当たり平均支給額は、一般会計の決算です。

　　　2　管理職手当の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         

79千円

115千円

47千円

428千円

16千円

50,972千円

手　当　名

住居を借りて家賃を払っている職員その他に支
給。27,000円/月を最高限度額とし、その範囲で支
給。

扶養親族の内2人目以降　6,500円/人

扶養親族の内1人目　11,000円

扶養手当
○扶養親族でない配偶者がいる場合

住居手当

異なる内容

同

同 217千円

83千円

124,565千円

86,978千円

491千円

国の制度

との異同 （２１年度決算）

支給実績国の制度と

扶養親族　　　　　　　　　　6,500円/人

交通機関または交通用具を使用して通勤する職員
(通勤距離が2km以上）に支給。

54,000円

27,000円

管理職手当
課長・部参事

課参事・課長補佐･部主幹

課主幹・園長

次長級

○扶養親族である配偶者がいる場合

     ○配偶者がいない場合

配偶者　13,000円

○交通機関利用者　　6箇月通勤定期券の運賃相
当額を年2回支給。

○交通用具利用者
24,500円/月限度

地位に応じて
俸給月額の8％～
25％が支給される

異通勤手当

○交通用具利用者　　最高支給限度額２1,200円/
月を距離に応じて支給。

（80,000円）

（60,000円）

宿日直手当

72,000円

異45,000円

(50,000円）

（40,000円）

部長級

36,000円

（30,000円）

4,200円/回(半日直2,100円)

内容及び支給単価

支給職員１人当たり

同 130,707千円夜間勤務手当

休日勤務手当

宿直勤務又は日直勤務をした職員に支給

同
正規の勤務時間として、休日等(国民の
祝日等及び年末年始）に勤務した職員

正規の勤務時間として、午後10時から
翌日午前5時まで勤務した職員

（２１年度決算）

平均支給年額

73,297千円
○交通機関利用者
50,000円/月限度

配偶者以外の扶養親族　6,500円/人

110,903千円

同
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５　特別職の報酬等の状況（平成２２年４月１日現在）

円 円 / 円

（ 円 ）

円 円 / 円

（ 円 ）

　　（２１年度支給割合）

1.95月分

2.2月分

4.15月分

　　（２１年度支給割合）

1.95月分

2.2月分

4.15月分

　　 （算定方式）

0 　円

（給料月額×在職年数＋給料月額×45/100×在職月数） 千円）

0 　円

（給料月額×在職年数＋給料月額×25/100×在職月数） 千円）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」の（）内は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月） 勤めた場合における退職手当の見込額です。     

           なお、平成21年6月19日に就任した市長又は当該市長に選任された副市長には、支給しない。                                

円

円

420,000

400,000

12月期

合　計

6月期

円

630,000 円

1,080,000

円

600,000

給　　　　料　　　　月　　　　額　　　　等

675,800940,000

(１期の手当額）

（任期ごと）

（13600

（25344

（支給時期）

（任期ごと）

12月期

463,000/

/

/

円

円

円

742,000

円 604,000

666,000

792,000

（参考）類似団体における最高　/　最低額）

市　　　　長

議　　　　員

議　　　　長

合　計

区　　　分

副　議　長

副　議　長

799,000

891,000

990,000

660,000

850,000

給料

議　　　　長

市　　　長

副　市　長

報酬

期末手当

議　　　　員

市　　　　長

副　市　長

退職手当

副　市　長

6月期
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６　職員数の状況
（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（平成２２年４月１日現在）

(3)職員数の推移

(単位：人）

年度

（注）

（1.44%）

（△4.55%）

1,494 1,464

（△10.76%）

（△6.32%）

2

△ 51

1,468

423 393 398

223 218 209

1,071 1,071 1,070

143 144 141

1,089

440

1,529

710

142

1,081

438

1,519

229

747

235

139

719

230

140

705 709 720

１８年 １９年 ２０年 ２１年

普通会計計

公営企業等会計計

総合計

１７年

1,121

446

1,567

部門別

一般行政

教育

消防

過去５年間の
増減数（率）

　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

△ 48

△ 99

（△3.61%）

（△11.06%）

△ 1

△ 2

58.96

２２年

不補充△3　業務増9

不補充△1△ 1

△ 27

△ 26

下水道

49

75

7

73

349民生

74

709

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

合　　計

その他

41

42.16

不補充△10△ 10

△ 3 不補充△3

6

小　計 393

40歳

79.8

44歳

＜参考＞

[      0     ］

1,468

48歳 52歳

～

人人 人

以上

5

人

105

人 人

36歳

55歳 59歳

199

人 人

56歳

130 137 189

～ ～～

51歳43歳 47歳39歳

179

35歳

人人

63

人

146

～～

1582

人 人

27歳

155

業務増１

主な増減理由

区　分

未満

職員数

31歳23歳

対前年
増減数平成２２年

133

不補充△2　

不補充△4　業務増8

不補充△1　業務増4

～

32歳

3

4

7

20歳20歳 28歳24歳

～

5

1820

129

7

43

平成２１年

46

普
通
会
計
部
門

5

職　　員　　数

税務

　　　　　　　　　　　　　区　　分

部　　門

一
般
行
政
部
門

総務

土木

1

353

78 3

4

8

398

721

49

19

144

219

20

141

1,465

[       1,832       ］

不補充△1

業務増3

不補充△4　業務増8

39.15

△ 1

12 ＜参考＞

＜参考＞

計

～

58.15

5

60歳

209

農林水産

計

商工

衛生

労働

議会

1,071

教育部門

消防部門

小　計 1,072

～

病院 283 289

41水道

[       1,832       ］

41,469

0

5

10

15

20

25

20 20-23 24-27 28-31 32-35 36-39 40-43 44-47 48-51 52-55 56-59 60

年齢　歳

構
成
比
　
％

Ｈ２２構成比

Ｈ１７構成比
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７　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。

イ　特記事項

② 職員の平均給与月額等の状況（平成２２年４月１日現在）

歳 円 円

（注）「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの

諸手当の額を合計したものです。

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円

（２１年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当

 月分  月分

月分） 月分）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５～２０％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　なし　　　　　）　　　　　　　　

水道事業

A

区　　分

２％の減額

区　　分

41 178,371

　　　　　　Ａ

千円　

平成20年8月1日から平成25年3月31日

30.55

41.34

２１年度

項　　目 内　　容

期末・勤勉手当

Ｂ　

347,162

33.5

給　　料

人

管理職手当

2.75 1.4

（  1.5 (  0.7

水　道　事　業

23.5

総費用に占める

％

総費用
職員給与費比率

Ｂ／Ａ

職員給与費

　　　　千円 千円　

実質収支

純損益又は  

42,543

平　均　年　齢

10.6

千円

期　　　　　　　　間

　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円

一人当たり

75,367

10％の減額

1,838

45.2

水　道　事　業

450,254

296,281

平均給料月額 平均給与月額

7,226

347,234

千円 　　　　　千円

１人当たり平均支給額（２１年度）

千円

47.5

59.28

59.28

59.28

3,282,529

区　　分
職員数

給　 料

38,658

職員手当

２１年度

9



ウ　地域手当

（平成２２年４月１日現在）

千円

千円

人

％ ％

エ　特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

支給実績（２１年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（２１年度） 　％

手当の種類（手当数）

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（平成２１年４月１日現在）  

千円

千円

千円

千円

徴収事務・毒物劇物を使用する業務

6,828

支給実績

千円

管理職手当 同 6,979

同

職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

支給実績（２１年度決算）

特殊企業手当 水道企業に勤務する職員

支給実績（２０年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）

日額１６０円（3200円/月限度）

支給実績（２１年度決算）

支給対象職員（２１年度決算）

扶養手当 同

住居手当

一般行政職の制度
との異同

手　当　名

1

千円

110

4.4

46.3

7,511

235

268

6

41

千円

通勤手当 2,612

同

97

81

千円

7,579

3,303

一般行政職の制度
と異なる内容

一般行政職の制度（支給率）

329

支給率支給対象地域

13,500

市全域 6

手当の名称 左記職員に対する支給単価

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

主な支給対象業務主な支給対象職員

（２１年度決算）

（２１年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額

291

537

10



 (2)　病院事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　　　　　　　

（注）　職員手当には退職手当を含んでいません。

イ　特記事項

② 職員の平均給与月額等の状況（平成２２年４月１日現在）

歳 円 円

（注）「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの

諸手当の額を合計したものです。

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（２１年度）

千円

（２１年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 ( ）月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５～２０％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　なし　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２１年度に退職した病院事業の職員に支給された平均額です。

千円

期　　　　　　　　間

平成20年8月1日から平成25年3月31日
給　　料 ２％の減額

管理職手当 10％の減額

項　　目 内　　容

290 1,058,622 612,465
２１年度

人 千円

59.28

　　　　千円

千円

7,271

一人当たり

職員給与費比率

437,411 2,108,498

　　　　　千円

　　　　給与費 　　B/A

3,002,911

33.5 41.34

千円

47.5 59.28

59.28

1,731 21,769

2.75 1.4

病　院　事　業

23.5 30.55

1.5 0.7

総費用に占める

千円　

実質収支

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

　　　　　　Ｂ／Ａ

％

49.9
２１年度

千円　

区　　分
職員数

　　　　　　Ａ

6,014,094 △ 674,677

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給　 料 職員手当

病　院　事　業

1,508

平均給料月額 平均給与月額区　　分

39.4 319,081 500,289病院事業

平　均　年　齢

区　　分
総費用

純損益又は  
職員給与費

Ａ  Ｂ　
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ウ　地域手当

（平成２２年４月１日現在）

千円

千円

人

％ ％

エ　特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在）

支給実績（２１年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（２１年度） 　％

手当の種類（手当数）

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成２２年４月１日現在）  

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

④定員管理の数値目標

平成１７年４月１日～平成２３年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

436

平成17年4月1日

（２１年度決算）

診療手当 診療施設に勤務する医師

473

支給実績（２１年度決算）

扶養手当

放射線手当 診療施設の放射線科に勤務する職員

特別出勤手当
市立病院に勤務し管理職手当を支給される医療職給料表
適用者

25,594

5

　60,000円～280,000円/月

夜間看護手当 深夜に正規の勤務時間が割り振られている看護師

当直勤務手当 市立病院に勤務する職員
医師　10,900円～40,800円/回
その他　3,100円～14,200円/回

支給職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算） 341

支給実績（２１年度決算） 98,993

純減率

150円/日　（上限3,000円/月）

2,000円～6,800円/回

勤務時間外に勤務した時
医師　4,000円/時
その他　3,000円/時

当直勤務した時

74,194

同住居手当

平均支給年額手　当　名

同 31,413 205

202

89

管理職手当 同 32,360 506

通勤手当 同 20,546

131

夜間勤務手当 同 21,609 166

宿日直手当 同 6,701

職員数 職員数

331

平成22年4月1日
純減数

272 59 17.8

支給実績（２０年度決算） 83,300

一般行政職の制度
との異同

一般行政職の制度
と異なる内容

支給実績 支給職員１人当たり

（２１年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（２１年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

1,266

80.3

294,905

手当の名称 主な支給対象職員

6 6市全域

290

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

支給対象職員数（２１年度決算）

12



８　任免

（１）採用の状況 （平成２２年４月１日）

試験

選考

（２）退職の状況 （平成２１年度中）

（左のうち定年退職）

19

5

1

1

2

8

2

1

1

理学療法士（市立病院勤務）

看護師（市立病院勤務）

臨床工学技士（市立病院勤務）

2

4

1

2

1

2

女

2

4

212

1

1

4

8

1

12

7

男

3

1

女男

5

1

女

2

7

1

10

職　　　種

医師（市立病院勤務）

幼　稚　園　教　諭

医　療　技　術　職

管　理　栄　養　士

事　　務　　職

技　　術　　職

保　　育　　士

2

2

調理員

職　　　種

保育士

消防職初級

消防職上級

技術職上級（建築）

保健師

幼稚園教諭

男

事務職上級

1

作　　業　　員

指導主事

7

看護師（市立病院勤務）

視能訓練士（市立病院勤務）

医師（市立病院勤務）

放射線技師（市立病院勤務）

臨床検査技師（市立病院勤務）

調　　理　　員

理学療法士（市立病院勤務）

用　　務　　員

消　　防　　職 10

事務職（市立病院勤務）

事務職初級

技術職上級（土木）

女

6

1

男

技術職上級（電気） 2

技術職上級（建築）

8

2

保　　健　　師 1
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９　勤務時間その他の勤務条件

（１）勤務時間

（２）特別休暇等の導入状況

１．骨髄提供のための休暇 ○ ○

２．ボランティア休暇 ○

３．結婚休暇 ○ ○

４．育児時間 ○ ○

５．妻の出産休暇 ○ ○

６．父母の祭日（法要） ○ ○

７．夏季休暇 ○ ○

８．子の看護のための休暇 ○ ○

９．就業禁止（安衛法第６８条に基づくもの） ○ ○

１０．年末年始 ○ ○

１１．職員団体の事務従事 ○ ○

１２．家族の祭日（法要） ○

１３．家族の結婚 ○

１４．市制記念日 ○

１５．リフレッシュ・永年勤続休暇 ○ ○

１６．人間ドック ○ ○

１７．メーデー参加 ○ ○

１８．自動車運転免許更新 ○ ○

１９．産前・産後休暇 ○ ○

２０．妊娠の保健指導・検査等 ○ ○

２１．妊婦の通勤緩和 ○ ○

２２．妊娠障害休暇 ○ ○

２３．生理休暇 ○ ○

２４．忌引休暇 ○ ○

２５．伝染病休暇 ○ ○

２６．交通機関途絶休暇 ○ ○

２７．非常災害休暇 ○ ○

２８．男性職員の育児参加のための休暇 ○ ○

２９．短期介護休暇 ○ ○

種類

項目

特
別
休
暇

職
務
専
念

義
務
免
除

そ
の
他

必要な期間

必要な期間

必要な期間

制度あり

有給・無給
の別

無
給

必要な期間

勤続１０年→３日 ２０年→４日
３０年→５日

８日以内

２５０日以内

９０日以内

同左

１２月３０日から翌１月４日まで

同左

１日

１７時１５分

５日以内

制
度
な
し

週　３８時間４５分

１日２回各３０分

平成２２年度
有
給

８時４５分

付与日数等

５日以内

前７週、後８週

同左

同左

同左

配偶者１０日　実父母７日　子５日　兄
弟姉妹３日　祖父母３日　配偶者の父
母３日　孫３日　叔伯父母２日

８日（回）以内

必要な期間

７日以内

1時間/日以内

２日以内

必要な期間・有給

同左

同左

同左

同左

同左

同左

同左

同左

同左

２日以内

同左

7日以内

同左

同左

同左

同左

同左

平成２１年度 備考

同左

正規の勤務時間

８日以内

必要な期間

勤務時間の開始時刻

休憩時間 正午から１２時４５分まで

勤務時間の終了時刻

同左

同左

５日以内
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（３）職員の分限及び懲戒処分の状況に関する事項

ア、分限処分者数（平成２１年度中）

イ、懲戒処分者数（平成２１年度中）

（４）平成２２年度に実施した職員採用試験の状況（平成２２年９月１９日実施）

措置要求の状況及び不服申立の状況

平成21年度における勤務条件に関する措置要求及び不利益処分に関する申立は、ありませんでした。

職員の福利厚生費の状況（平成22年4月1日現在）

職員一人あたり　　本人負担１,２００円／月　　　公費負担１,２００円／月　　　合計２，４００円／月　

定数の改廃、予算の減少により過員を生じた場合

区分

消防職初級

管理栄養士

計

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合

計

区分 戒告

法令に違反した場合

職務上の義務に違反した場合

技術職上級（建築）

7

8

8

11

8

116

勤務成績が良くないもの

消防職上級

幼稚園教諭

保健師

事務職初級

身体障害者を対象とした事務職初級

技術職上級（土木）

2

降任

必要な適格性を欠く場合

62

休職

1

減給

心身の故障

2

条例で定めた理由による場合

刑事事件に関し、起訴された場合

3

10

事務職上級

4

男

106

区分

女

調理員

保育士

3

8

8

3 19 22

32

264

申込者数

男

22

158

17

計

免職

2

62

停職

1

女

1

合格者数

計

1

29

33

2626

29

33

129

7

13

24

19

2

6

123 17

2

2

2

2

2

27

29

2

3

227

3

2

2

29

計

64

訓告等

240

計

148

女

8

92

25

受験者数

2

6

22

6

24

29

6

2

19

112

8

8

2

2

8

男

11

7

1

302

2

降給

62

免職 計

19

臨床工学技士（市立病院勤務） 1 1

3 4

1

3

1 1 1

3

7 1

3

1薬剤師（市立病院勤務） 3 4 7

3看護師（市立病院勤務） 3 3
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